
かがわスマートハウス促進事業補助金実施要領 

 

（目的） 

第１条 かがわスマートハウス促進事業補助金の交付については、香川県補助金等交付規則（平成15年

香川県規則第28号）及びかがわスマートハウス促進事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」とい

う。）に定めるもののほか、この実施要領に定めるところによる。 

 

（用語） 

第２条 この実施要領で使用する用語は、特に定めない限り交付要綱において使用する用語の例によ

る。 

 

（補助対象システムを設置する住宅） 

第３条 交付要綱第２条第１号に規定する住宅は、住民票又は建物登記簿謄本等の種類で住宅であるこ

とが確認できるものでなければならない。 

２ 次に掲げるものは、住民票又は建物登記簿謄本等の種類で住宅であることが確認できる場合に限

り、住宅とみなす。 

(１) 申請者が居住していない別荘 

(２) 寮及び寄宿舎 

(３) 介護保険法（平成９年法律第1 2 3号）に基づく認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症

対応型共同生活介護を行う住居（グループホーム） 

(４) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第1 2 3号）に基

づく共同生活援助を行う住居（グループホーム） 

 

（交付申請書の必要添付書類） 

第４条 交付要綱第６条に規定する交付申請書に添付する必要書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 申請者が契約者である工事請負契約書（注文書及び注文請書を含む。）又は売買契約書の写し 

(２) 県税の完納証明書 

(３) 申請者が法人以外の場合にあっては、次の書類 

ア 申請者の住民票（発行日から３箇月以内のものに限る。ただし、ZEHにおいて「子育て世帯又

は若者夫婦世帯」による加算を受けようとする場合「世帯全員の住民票」） 

イ 個人住民税の完納証明書 

ウ かがわスマートグリーン・バンク（太陽光発電）入会届 

(４) 申請者が法人の場合にあっては、次の書類 

ア 会社謄本（現在事項証明書。発行日から３箇月以内のものに限る。） 

イ 消費税（地方消費税を含む。）の納税証明書 

 (５) 申請者が個人事業主の場合にあっては、次の書類 

ア 消費税（地方消費税を含む。）の納税証明書 

イ 事業申告書の写し 

(６) 申請者が管理組合法人の場合にあっては、次の書類 

ア 法人登記簿謄本（発行日から３箇月以内のものに限る。） 

イ 補助対象システム設置決議時の議事録の写し 

(７) 申請者が区分所有法に規定する管理者の場合にあっては、次の書類 

ア 管理規約 

イ 管理者の選任が確認できるもの 

ウ 補助対象システム設置決議時の議事録の写し 

(８) 既築住宅に設置する場合で、集合住宅や別荘等で住民票に記載された住所以外の場所又は集合

住宅の共用部分に設置するときは、建物の所有及び住宅であることを証明する建物の登記簿謄本

（発行日から３箇月以内のものに限る。） 

(９) 電気事業者と電力受給契約を締結している発電システムに新たに蓄電システム又はＶ２Ｈシス 

テムを設置するときは、補助事業者が契約者である電力会社が発行する「電力受給契約書」の写し 

（10） 既築住宅及び建売住宅に発電システムを設置する場合は、当該発電システムを設置する住宅の

建築工事が完了していることを証明する書類の写し 

（11）ZEHにおいて「複数世帯同居仕様」による加算を受けようとする場合は、住宅の平面図 

（12）その他知事が必要と認める書類 

 



２ 前項第３号イの書類が提出できない場合には、当該書類に代えてその理由が確認できる住民票又は

戸籍の附票を提出するものとする。 

 

（交付申請書の受付） 

第５条 交付申請書の受付は、先着順とし、補助金の交付に係る予算が不足するおそれがあると認める

ときは、交付申請の受付を中止することができる。 

 

（工事着工予定日等） 

第６条 工事の着工予定日又は建物の引渡しの予定日は、交付申請書が県に到達した日の翌日を起算日

として、香川県の休日を定める条例（平成元年香川県条例第１号）第１条第１項に定める日（以下

「県の休日」という。）を除いた15日目以降とするものとする。 

 

（実績報告書の必要添付書類） 

第７条 交付要綱第13条に規定する必要書類は、次に定めるものとする。 

(１) 補助事業者の現住所の住民票で３箇月以内に発行されたもの（補助事業者が法人以外である場

合で交付申請書提出時（交付要綱第11条第１項又は第11条の２第１項の規定による提出をした場合

は、当該提出の時）から住所の変更があった場合に限る。） 

(２) 補助事業の実施に係る領収書の写し 

(３) 補助事業者が契約者である電力会社が発行する「電力受給契約書」の写し（電気事業者と電力

受給契約を締結している発電システムに新たに蓄電システム又はＶ２Ｈシステムを設置する場合を

除く。） 

(４) 補助対象システムが設置された建物全体を確認できるカラー写真 

(５) パワーコンディショナと余剰電力販売用電力量計が接続された宅内配線の分電盤の設置場所

（以下「連系点」という。）の建物全体を確認できるカラー写真 

(６) 連系点のある建物の所有及び住宅であることを証明する建物の登記簿謄本で３箇月以内に発行

されたもの（新築建物又は建売住宅に設置する場合で集合住宅や別荘等で住民票に記載された住所

以外の場所又は集合住宅の共用部分に設置する場合に限る。） 

(７) 管理者の選任が確認できるものの写し（補助事業者が区分所有法に規定する管理者の場合でそ

の者が変更された場合に限る。） 

(８) 補助事業者が契約者である工事請負契約書又は売買契約書の写し（交付申請書提出時（交付要

綱第11条第１項又は第11条の２第１項の規定による提出をした場合は、当該提出の時）から変更契

約の締結があった場合に限る。） 

(９) 補助対象システムが太陽光発電システムである場合にあっては、次の書類 

ア 発電システムの出力対比表（太陽電池モジュールの製造番号と実出力の対比ができるもの） 

イ 発電システムの設置状態（太陽電池モジュール全ての枚数が確認できるもの）を示すカラー写 

 真 

ウ パワーコンディショナの型式名、製造番号及び定格出力が確認できるカラー写真、保証書の写

し又は検査成績証の写し 

(10)補助対象システムがＺＥＨ設備である場合にあっては、次の書類 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号)第７条に基づく省エ

ネ性能表示評価書の写し（ＢＥＬＳ等、第三者認証を受けたもの） 

イ 再生可能エネルギー発電設備として太陽光発電システムを導入した場合は、（９）で規定され

た書類一式（導入した太陽光発電システムに係る情報が確認できるもの） 

(11) 補助対象システムが蓄電システムである場合にあっては、次の書類 

ア 蓄電システムの設置状態を示すカラー写真 

イ 蓄電システムの型式名、製造番号が確認できるカラー写真、蓄電池保証書の写し又は検査成績

証の写し 

ウ 蓄電システムの保証開始日が記載されている保証書のコピー 

  (12)  補助対象システムがＶ２Ｈシステムである場合にあっては、次の書類 

ア Ｖ２Ｈシステムの設置状態を示すカラー写真 

イ Ｖ２Ｈシステムの型式名、製造番号が確認できるカラー写真、保証書の写し又は検査成績証の 

 写し 

ウ Ｖ２Ｈシステムの保証開始日が記載されている保証書のコピー 

(13) その他知事が必要と認める書類 

 

 



（実績報告書の提出期限） 

第８条 交付要綱第13条に規定する実績報告書の提出期限は、補助事業を実施した年度の３月末日（補

助対象システムが太陽光発電システム又はＺＥＨ設備である場合にあっては、補助事業を実施した年

度（補助事業を繰り越した場合は繰り越した年度）の知事が定める日）とする。ただし、その日が県

の休日のときはその直前の県の休日以外の日を提出期限とする。 

 

（補助金交付請求書の提出期限） 

第９条 交付要綱第15条第2項に規定する補助金交付請求書は、実績報告書の提出期限の翌月10日まで

に提出するものとする。ただし、その日が県の休日のときはその直前の県の休日以外の日を提出期限

とする。 

 

（手続代行者の情報の報告） 

第10条 交付要綱第17条に規定する手続代行者は、その実務担当者ごとの情報を手続代行者連絡票（別

記様式第１号）により知事に報告しなければならない。 

 

 

附 則 

この要領は、平成25年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成26年４月１日から施行する。 

  

附 則 

この要領は、平成27年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成28年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成29年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成30年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、平成31年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和元年９月26日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 



   附 則 

この要領は、令和６年３月１日から施行する。 


